
災害時の人道支援ロジスティクスの
在り方：東日本大震災と熊本地震を

ケーススタディとして

河瀬　理貴 1・浦田　淳司 2・井料　隆雅 3

1学生会員神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻（〒 657-8501神戸市灘区六甲台町 1-1）
E-mail: r-kawase@stu.kobe-u.ac.jp

2正会員東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻（〒 113-8656東京都文京区本郷 7-3-1）
E-mail: urata@bin.t.u-tokyo.ac.jp

3正会員神戸大学大学院教授工学研究科市民工学専攻（〒 657-8501神戸市灘区六甲台町 1-1）
E-mail: iryo@kobe-u.ac.jp

災害時の人道支援ロジスティクス（PD-HL:post-disaster humanitarian logistics）は，被災した人々の苦しみを
最小限に抑えるために重要な役割を果たす．未曾有の大災害となった東日本大震災では，初めて国による物資支
援が実施されたものの，様々な問題が発生した．これ期に，物資支援に関する法律が改正され，我が国の PD-HL
体制は大きく変化した．2016年に発生した熊本地震は，法律が改正されて以降，国が物資支援を主導した初め
ての災害であるが，尚多くの課題が報告されている．本研究では，東日本大震災と熊本地震における物資支援
活動を比較することにより，現行の PD-HL体制の特徴を明らかにする．この上で比較結果を考察し，目指すべ
き PD-HLの在り方及び今後の研究ニーズを示す．
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1. はじめに

地震や集中豪雨等，災害発生後の被災地においては，

様々なインフラが破壊し被災者の生活環境を大きく変

化させる．例えば，交通網やライフラインの途絶がも

たらす生活必需品の欠乏によって，被災者の生存率が

低下することは十分に想像できよう．こうした環境の

変化がもたらす被害は，災害の直接的な被害以上に甚

大なものとなる可能性があることが知られている1)．消

防庁応急対策室2)は 2016年に発生した熊本地震におい
て，死者 269人に対して災害関連死は 200名を超えて
いることを報告した．災害後の人道支援ロジスティク

ス（PD-HL:post-disaster humanitarian logistics）の目的
は，こうした災害関連死の数を最小限に留めるために，

適切な物資を，適切な量だけ，適切な場所に，適切なタ

イミングで，適切な費用で，適切な状態で供給するこ

と3)である．しかし災害発生後には，道路・通信インフ

ラの途絶や膨大な物資需要が発生し，被災地内の物資支

援体制では対処不可能な量の物資が被災地に集中する．

これにより PD-HLは機能不全に陥り，「第二の災害4)」

を引き起こすことが過去の災害で確認されている．

こうした問題を解決する手段として，PD-HLの様々
な要素（e.g.輸送経路，輸送量）の意思決定を支援する

モデル開発が進められている．しかしながら，物資支

援に関する記録が十分に残されていないことや災害の

希少性故に，PD-HLの在り方は十分に理解されていな
い．この PD-HLに対する不十分な理解が適切な意思決
定支援モデルを構築する上での障害となり，誤った政策

を施行する可能性は十分に考えられる．従って PD-HL
の機能を改善するためには，過去の災害における物資

支援活動に基づき PD-HLの在り方を考察することが重
要であると言えよう．

本研究では，数ある災害の中でも 2011年に発生した
東日本大震災と 2016年に発生した熊本地震における物
資支援活動の比較を行う．ここで二つの震災での物資

支援活動を比較する理由は以下の通りである．第一に，

東日本大震災を期に変化した PD-HLの効果を検証する．
太平洋沿岸部を中心に甚大な被害を及ぼした東日本大

震災では，初めて国による物資支援が実施された5)．し

かし限られた人員による広範囲な物資支援は困難を極

め，多くの課題を残した．東日本大震災での経験を踏

まえ，災害対策基本法の改正6) や地方自治体の応援協

定の見直し7)が行われるなど，我が国の PD-HL体制は
大きく変化した．熊本地震は PD-HL体制が変化して以
降，初めて国による物資支援が実施された災害である．

各々の災害における物資支援の課題については，これ
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までにいくつか報告・提言がなされているものの，両者

の物資支援活動を比較したものは筆者の知る限りない．

PD-HLの在り方を考察する上で，問題の原因が災害そ
のものにあるのか，PD-HLの構造にあるのか，内訳を
明確にすることは重要である．これは複数の災害にお

ける物資支援活動を比較して初めて可能となる．第二

に，共に被災地の外からの支援が必要な壊滅的な災害

である．PD-HLは災害の規模によって大きく構造が変
化する「スケーラビリティ」のない活動である8)．例え

ば，大阪府北部に局地的な被害をもたらした 2018年の
大阪府北部地震と東日本大震災の比較によって有用な

知見は得られないであろう．東日本大震災と熊本地震

は共に著しく異常かつ激甚な非常災害と判断され，特

定非常災害特別措置法が適用されている9)10)．第三に，

共に国が主導して物資支援を行っている．1995年に発
生した阪神・淡路大震災は，東日本大震災や熊本地震と

同様に特定非常災害特別措置法が適用された．しかし，

当時の物資支援体制は兵庫県と被災地市町が主導した

ものに限られ，国主導の物資支援は行われていない11)．

以上の背景のもと，本研究では二つの震災における物

資支援活動の比較を通じて，目指すべき PD-HLの在り
方に関する知見を得ることを目的とする．特に国や県，

市町村といった公共機関による物資支援を分析対象とす

る．また PD-HLの対象となるのは，減災（mitigation）・
準備（preparedness）・応答（response）・復旧（recovery）
の四段階に区される12) 災害時の支援計画・活動のうち，

減災を除いた後者の三段階であるとされている．ただ

し復旧段階においては，活動目的は異なるものの，支援

に必要なインフラが回復し平時のロジスティクスとほ

ぼ変わらない活動が可能である．そのため本研究では，

準備段階と応答段階の二つの段階を分析対象とする．

論文の構成は次のとおりである．二章では，東日本

大震災における物資支援活動を整理する．東日本大震

災の物資支援については既にいくつかの報告や提言が

なされており，これらのレビューを行う．三章では，熊

本地震における物資支援活動を整理する．熊本地震の

物資支援についても多くの報告がなされているものの，

これらを体系化したものは限られる．体系化したもの

を東日本大震災のものと比較することで，より有用な

知見が期待できる．四章では，両者の物資支援の実態

をもとに，現行の PD-HLの特性を明らかにすると共に，
目指すべき PD-HLの在り方を考察する．加えて，今後
の PD-HLの構築に向けての研究ニーズを示す．

2. 東日本大震災における物資支援計画と実態

本節では，東日本大震災における物資支援活動に関

する既存研究のレビューを行う．まずは，(1)東日本大

震災の概要及び主な道路・通信インフラ被害を示す．次

に，(2)準備段階と (3)応答段階に分けて，本震災の物
資支援活動を整理する．準備段階については，本震災以

前の物資支援計画を説明する．応答段階については，ボ

トルネックとなった物流ネットワークにおける a)ノー
ド（集積所）と b)リンク（輸送），c)ソーシャルネッ
トワーク（情報管理）の三箇所に分類する．なお，東

日本大震災と熊本地震の物資支援計画及び実態を整理

した後，両者の実態を比較した表を示す．

(1) 災害の概要

2011年 3月 11日，宮城県沖で日本における観測史上
最大のM9.0を記録した巨大地震が発生した．この地震
により最大震度 7の揺れが発生したものの，建物の耐
震化により，揺れの被害は最小限に収まった．しかし，

その後観測記録最大の遡上高 40mを超える津波が東北
地方の太平洋沿岸部を襲い，広範囲に甚大な被害をも

たらした．ピーク時の避難所数は 2,417箇所，避難者数
は 386,739人にのぼり，阪神・淡路大震災や新潟県中越
地震を上回っている13)．

道路インフラは，路面亀裂や段差発生等の損傷に加

え，浸水と瓦礫の堆積により，東北地方を中心に高速道

路や直轄国道が通行ができない状況が発生した14)．国

は道路復旧に当たって，段階的な道路啓開策（くしの

歯作戦）を実行し，緊急輸送道路の確保を図った．く

しの歯作戦の流れは以下通りである14)．

1. 南北方向の幹線である東北自動車道と国道 4号線
を確保．翌日には東北地方へのアクセスのための

縦軸ラインが確保された．

2. 太平洋沿岸へのアクセスのために，東北道，国道
4号線からの東西ラインを確保．発災翌日には 16
本の幹線道路のうち 11本を確保した．

3. 太平洋沿岸の南北方向の幹線である国道 45号，6
号を確保．3 月 18 日には 97%の啓開作業が完了
した．

通信インフラは，有線回線等の固定通信系が約 190
万回線，携帯電話等の移動通信系が約 2万 9千局が被
災した15)．直接被災しなかった基地局も長引く停電の

中でバッテリーの容量が枯渇し，甚大な通信被害が発

生していた．

(2) 準備段階

a) 物資支援計画

東日本大震災における災害対策法制の概要を図–1に
示す．災害時の物資支援活動については，まず災害対

策基本法に基づき被災市町村が一義的責任を有してい

る16)．ただし被害の規模が大きく，災害救助法が適用

される場合には県が災害救助を実施する．さらに都道
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図–1 災害対策法制の概要16)

府県の対応能力を超える場合には，防災基本計画に記

載されている通り，都道府県は国に物資を要請する．こ

うした垂直的な支援体制に加え，市町村単位で近隣自

治体間の災害時相互応援協定が締結されており，水平

的な支援が計画されていた．

各地方自治体においても，局地的な災害を想定した

災害対応策が計画されていた16)．例えば，宮城県では

物資の搬入・仕分け・詰替え・搬出作業を行う集積所を

事前に想定していた．しかしながら，被害の大きかった

岩手県・宮城県・福島県の内，事前に災害時に利用する

集積所を計画していたのは宮城県のみであった．福本

ら (2012)16)は，ヒヤリングを行った 33の被災市町村の
内，集積所を計画していたのは 2市町村のみであった
と報告している．主要三県の物資備蓄は民間企業が保

有する流通在庫備蓄を基本とし，公的な備蓄は殆ど無

かった．

b) 物資支援計画の実態

本震災では，被災規模が大きく広範囲に渡っていた

ため国が初めて物資支援活動を主導した5)．本震災で実

施された物資支援体制を図–2に示す．図–2の実線で示
すように，被災地における物資支援体制は，県の一次

集積所，市町村の二次集積所，避難所という段階的な

構造になっている．また一次集積所を経由するか否か

で，一次集積所を経由するルート（経由）と二次集積所

に直接輸送されるルート（直送）の 2種類の供給ルー
トがある．二次集積所までの輸送は，国や県が調達し

たトラックが物資の輸送を行った．二次集積所から避

難所への輸送は，市町村職員が公用車や自家用車を利

用して運んだケース，自衛隊が車両で輸送したケース，

市町村の委託を受けた民間物流業者が輸送したケース

の三つのパターンが存在する16)．

図–2の点線は物資の要請ルートを示す．要請ルート
は，市町村は備蓄物資や調達した物資を被災者に輸送

図–2 東日本大震災において実施された物資支援体制5)

する．対応できない場合は県に物資を要請する．要請

を受けた被災県はそれらを整理し，国に物資を要請す

る，という 3段階の体制が基本であった5)．また，公的

な調達に加え，被災地外の自治体や民間企業，個人の

義援者からも多くの義援物資が提供された．

市町村は避難所までの輸送を担ったが津波被害によ

り行政機能を失い，都道府県が避難所までの配送に取

り組むことを余儀なくされた8)．これにより被災地内の

集積所や避難所に直接物資が届けられることもあり，プ

ロセスは整理されていなかった8)．各自治体の責任範囲

は明確でなく，全体を把握し自治体間の調整を行う主

体は存在していなかった8)17)．

また広域的な津波被害により局地的な災害を想定し

た災害計画は機能せず，災害直後の物資支援は著しく

滞った．本震災では周辺地域の地方自治体も甚大な被

害を受けたため，市町村単位で締結された部分的な応

援協定は機能しなかった16)．実際の避難所の数は計画

されたものの 4倍であり8)，加えて備蓄物資が津波で流

失し，備蓄物資の数量が絶対的に不足していた16)．道

路インフラも大きな被害を受け，くしの歯作戦により

迅速に道路啓開が行われたものの，太平洋沿岸の緊急

輸送道路が確保されたのは発災から一週間後である14)．

このように，サプライ・チェインが壊滅的な被害を受

け，殆どの備蓄在庫が壊滅し，物資の需要が急増し，道

路インフラが影響を受けたため，一部地域の避難所で

は食料が地震発生から一週間経っても全くない状況で

あった8)16)．

(3) 応答段階

a) 集積所

宮城県は，主要三県のうち唯一，事前に災害時に利

用する集積所を計画していた．しかし実際には，利用

予定の施設が津波で被災したため，新たな施設を確保

する必要が生じた．加えて他の施設も被災したり，遺

体安置所など他の用途として利用したりしたため，施
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設の確保が困難であった16)18)．

岩手県は集積所の利用計画はなかったものの，新た

に設置した集積所が効率的に機能した5)16)．本県では，

広大なスペースを有し，東北自動車道の滝沢 ICにも近
い，岩手産業文化センターを一次集積所として利用し

た．フォークリフトやパレットも持込み，多種大量の

物資を一ヶ所に集中して管理する体制をとり，効率的

な物流作業を可能とした．

大半の被災市町村では，役場などの公共施設を二次

集積所として利用し，搬入から搬出までの物流作業を

行った．しかし，施設のスペース不足や電力不足によ

る機材の利用不可など，公共施設の利用は機能面で問

題となった16)．さらに，物流作業に不慣れな職員によ

る非効率的な作業や絶対的なマンパワー不足が集積所

の機能低下を助長した16)．

被災地外より提供された大量の義援物資も集積所の

機能を著しく低下させた．義援物資の殆どは，ダンボー

ルを開けなければ内容が分からずかつ一つのダンボー

ルに物資が混載されていたため，仕分け作業に多くの

リソースを割り当てる必要があった16)17)．必要のない

物資も多く，不要物資となって集積所に滞留し，施設

の空間の 40-50%を占領していた8)．

b) 輸送

物資を輸送するには，物資を運搬する交通機関，交

通機関が移動するためのインフラ，交通機関を動かす

ための資源が必要である．支援物資の輸送においては，

機動性を有するトラック輸送の果たす役割が極めて大

きい．東日本大震災においては，何れも不足しており，

物資支援の遅れが発生した．特に燃料の不足は，東日本

大震災の特筆すべき問題である16)．被災地では，東北

地方唯一の仙台製油所が被災し機能が停止した19)．関

東地方の 2箇所でも製油所の機能が停止し，発災前に
は全体の半分以上を占めていた東北地方への石油製品

輸出量が約 1/3に激減した19)．加えて電力不足によりガ

スを抽出することができず，トラック輸送に必要な燃

料油が不足する事態に陥った8)．

道路インフラは前述したように，津波による浸水と

瓦礫の堆積が原因で，東北地方を中心に幹線道路が不通

となった14)．被災地への緊急輸送道路のアクセスがほぼ

完全になるまでは一週間を要したが，当初の被害状況を

考えれば迅速に行われたと評価されている17)．これは

くしの歯作戦が功を奏したと共に，啓開作業が PD-HL
とは異なりスケーラビリティのある作業であることが

大きい8)．

物資輸送で最も困難であったのが，二次集積所から

避難所までのラストワンマイル輸送である8)．広範囲に

渡る津波によりドライバーや輸送車両が被災し，避難

所までの輸送は困難を極めた16)18)．特に二次集積所か

ら避難所までの輸送はトラック協会等との協定がなく，

災害直後は市町村職員の公用車や自衛隊の車両を使用

していた16)18)．また災害援助法を十分把握していなかっ

た市町村では，物流作業を民間企業等に委託すること

を躊躇するケースもあったというヒアリング結果もあ

る16)17)．

福島第一原子力発電所の事故は，福島県内の物資輸送

に大きな影響を与えた8)．本県内は最も被害の大きかっ

た宮城県内に比べ，道路インフラの被害は小さく通行

可能であった．しかし放射性物質の飛散による影響を

鑑み，県内に流入することを躊躇するケースが存在し

た．例えば，36台の燃料タンカーが目的地から 50km
離れた地域に留まったり，福島県の県境で荷物が荷降

ろしされたりするなど，県の自治体が物資や資源の回

収を行う必要があった8)．

c) 情報管理

物資支援活動における情報は，被災地内の需要に関

する需要情報と，物資の流れや道路インフラに関する

供給情報に分類することができる．前述したように，東

日本大震災では通信インフラが甚大な被害を受け，被

災地の需要の把握・共有には困難を極めた8)16)18)．被災

地方自治体は職員が大きな被害を受けたため避難者数

を把握することができず，情報伝達手段も著しく制限

されていたため，国や県も需要の把握には時間を要し

た16)17)．特に指定避難所に避難していない在宅避難者

の把握は困難であった16)．市町村の要請を待たずに物

資支援を行うケースもあったが，需要に合致しない物

資が被災地に届けられ，大量の余剰物資が発生した16)．

また一部の市町村に過剰に物資が集まる一方で，物資

があまり集まらない市町村も存在するなど，物資の偏

在も発生した16)．

被災地のインフラ状況を把握するために，国土交通

省や県ではヘリコプターや飛行機を利用した8)．しかし

津波の被害のためにヘリコプターや飛行機が壊滅した

ため，それらが使えないケースも存在した8)．加えて，

一部の被災地内で地震による地盤沈下のため，満潮時

に洪水が発生した．この時，被災地が浸水するため上

空からの状況把握は困難となり，何度もヘリコプター

を運行する状況が生じた8)．

物資の輸送状況に関する情報についても，情報途絶

により自治体間の情報共有が困難であった16)．事前連

絡なしに物資が集積所に運び込まれ，集積所にトラッ

クが滞留したり，作業員の労務管理が難しくなる等の

問題が生じた．特に災害直後の搬入・搬出記録の殆どは

手書きのメモ程度であり，一部の情報は散逸していた．

また国から末端の避難所までの全体を把握し，調整を

行う責任者や専門家は存在しておらず，物資支援プロ

セスでは幾度も混乱が生じていた8)17)．
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図–3 物資支援の時系列推移

3. 熊本地震における物資支援計画と実態

本節では，熊本地震における物資支援に関する論文，

論説，報告書のレビューを行う．第二節同様，2)準備
段階と 3)応答段階に分けて物資支援活動を整理する．

(1) 災害の概要

2016年 4月 14日に熊本県でM6.5の地震が発生し，
熊本県の益城町で最大震度 7を観測した．また 4月 16
日にも熊本県でM7.3の地震が発生し，益城町と西原村
で震度 7を，熊本市，宇城市，合志市，菊名市，宇土
市，嘉島町，大津町，南阿蘇村で震度 6強を観測した．
短期間に震度 7の地震が 2回発生したのは，観測史上
初めての出来事であり，最大で 183,882人が 885箇所
の避難所へ避難したことが報告されている20)．

道路インフラは，九州自動車道と大分自動車道で通

行止めを伴う被害箇所が約 10箇所で発生し，点検のた
め一時通行止めとなった21)．ただし被災地へのアクセ

スとなる植木 ICから益城熊本空港 ICまでの通行止め
区間では，本震 2日後から緊急輸送車に限って通行を
開始した21)．国道等の一般道の被害は軽微で，長期的

な通行止めを伴う被害は東日本大震災と比較して少な

く，南阿蘇村へのアクセスを除き代替経路が概ね確保

できていた21)．

通信インフラは，固定通信系が約 2,100回線，移動通
信系が約 400局が被災した15)．通信被害は東日本大震

災と比較して限定的であり，被災箇所で何が起きてい

るかわからないといった情報の分断はなく，物流が機

能するための情報は最低限確保されていた22)．

(2) 準備段階

a) 物資支援計画

東日本大震災での教訓を踏まえ，2012年 6月に災害
対策基本法の改正が行われた6)．この法改正により，東

日本大震災で実施された広域的な物資支援が法制化さ

れた．一つは，都道府県は国に対し，市町村は都道府

県に対し，必要な物資等を要請し，要請に応じて被災

地の支援を行うプル型支援である．これにより，各自

治体の役割・責任範囲が明確となった．加えて，地方自

治体が被災により行政機能を失い要請が不可能な状況

を想定し，国や都道府県が要請を待たずして，必要不

可欠と見込まれる物資を支援するプッシュ型支援が明

文化された．

�
�
�

�
�
�
�
�
	

�
�


�
�
�

	

�
�
�
�
	

�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
 
!
"

#
$
%
$

&
'
(
)
*
+
,
-
.

��

��

���� ����

����

物流事業者

/
0
1
2
3��	


��

��	


��
4
5
�
 
!
"

6
�
7
#
�
8
9
�

物流事業者

������

︓情報の流れ

︓物資の流れ

図–4-a プッシュ型支援
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図–4 熊本地震において計画された物資支援体制

災害対策基本法に基づく物資支援計画を図–3に示す．
プッシュ型で輸送された物資が届く震災後 3日目まで
は，被災地内の備蓄品で避難所の需要を補う．次にプッ

シュ型の物資が被災者に届けられるが，プッシュ型の

継続は被災地内での物資の滞留を招く恐れもあるため，

プル型への切替えを可能な限り早く行う．国はプッシュ

型からプル型への切替を，震災から約 1週間後を想定し
ている．このプル型輸送は被災県の物流機能が回復し，

災害救助法スキームに移行するまで実施される23)．災害

対策基本法に基づき計画された物資支援体制を図–4に
示す．

近隣自治体間のみで締結されていた災害時相互応援

協定も，東日本大震災を経て協定の見直しが行われた7)．

九州地方知事会では九州・山口 9県災害時相互応援協
定の見直しを行うとともに，関西広域連合及び全国知

事会との協定を締結し広域な応援体制を構築した7)．ま

た九州・山口各県では，県ごとに一つ若しくは複数の

一次集積所がリストアップされている7)．図–4に示すよ
うに，熊本県では益城町にあるグランメッセ熊本を集

積所として利用することを計画していた．

市町村単位では，熊本市や南阿蘇など利用する集積

所を計画していた自治体もあったが，被害が大きかった

益城町や西原村では計画されていなかった23)．また熊

5
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図–5-a プッシュ型支援（4/16～4/22）
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図–5-b プル型支援（4/23～5/13）

図–5 熊本地震において実施された物資支援体制

本県内の備蓄は，水害に備えた比較的小規模なもので

あった24)．

b) 物資支援計画の実態

本震災で実施された物資支援体制を図–5に示す．図–
5は内閣府の平成 28年熊本県熊本地方を震源とする地
震非常災害対策本部会議の資料及び議事録20)，平成 28
年熊本地震に係る初動対応検証チームの資料25)，熊本

地震を踏まえた応急対策・生活支援検討ワーキンググ

ループの資料23) や西脇ら (2017)26) をもとに作成した．

国は熊本県からの要請を受け，16日よりプッシュ型
支援を開始し，22日まで行われた23)．16日から 19日
までは食料や水，毛布など必要最低限の物資が輸送さ

れ，19日から 22日まではベビーフードや介護食品など
需要の変化を想定した物資輸送が行われた20)．20日か
ら 22日には初期のプッシュ物資が避難所に概ねいきわ
たり，避難者に安心感を与えるという意味でもプッシュ

型輸送は有効であった22)．しかし実際には，ライフラ

インやインフラの復旧により需要の変化が早まり，18
日後半には需要が多様化した22)25)．このようにプッシュ

型支援は需要の変化に対応できないため，大量の余剰
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図–6 物資支援の時系列推移（熊本地震）

物資が発生したことが指摘されている23)27)28)．

23日からは需要の把握に伴ってプル型の支援策に切
り替えられ，27日には iPadを用いた発注システムが導
入された25)．プル型支援の実態については，(3)応答段
階の (c)情報管理にて詳しく述べる．国からの支援は 5
月 13日まで行われ，被災地の物流機能回復に伴い熊本
県に業務が引き継がれた．図–6に熊本地震における物
資支援方策の推移を示す．

計画された物資支援の時系列推移（図–3）と実態（図–
6）を比較すると，震災後の 4日間と想定していたプッ
シュ型輸送が 16日から 22日までと長期化しているこ
とが分かる．この原因として，1)被災自治体の備蓄量
が少なかったこと，2)プッシュ型支援体制の構築に時
間がかかったことが指摘されている24)．前述したよう

に，熊本県内では水害を想定し，約 12.3万食の小規模
な備蓄が行われていた．しかし 14日の前震から 16日
の本震直後までに累計 21万人を超える避難者には対応
できず，本震前には在庫がない状況に陥った24)．震災

直後 2,3 日は物資が不足しており，この期間は国によ
る物資輸送が行き届かない可能性が高いため，事前の

備蓄で補う必要がある23)．また，物資支援体制の計画

（図–4）と実態 (図–5 )の比較から分かるように，度々
と役割分担が変更し混乱が起きていたことが指摘され

ている23)．特に一次集積所としての利用を計画してい

たグランメッセ熊本が被災し，新たな施設の確保に時

間を要したことが問題視された7)23)．

一方で，プル型支援については被災自治体として問

題が少なかった24)．背景としては，1)プッシュ型支援
の長期化により，被災直後の混乱期に大規模なプル型

支援を実施せずに済んだこと．2)近隣県が九州・山口
9県災害時相互応援協定に基づき，積極的に物資を供給
して被災自治体を支援したこと．3)被災自治体による
本格的なプル型支援は，23日以降の被災直後の混乱が
収まった時期に開始され，プッシュ型支援によって構

築された物資支援体制を利用できたこと，が挙げられ

る24)．

(3) 応答段階

a) 集積所

前述したように，熊本県が利用を計画していたグラン

メッセ熊本が被災し，新たな施設を確保する必要があっ

た26)27)．新たな一次集積所として，17日から日通鳥栖
配送センター，18日からヤマト運輸久山配送センター，

6
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図–7-a 日通鳥栖流通センター
（一次集積所）29)

図–7-b うまかな・よかなスタジアム
（二次集積所）29)

図–7-c 熊本市東区役所（二次集積所）
2018年 6月 27日撮影

図–7 一次集積所と二次集積所の作業容量の比較

19日から福岡市卸売場跡地が設けられたが，施設の確
保には時間を要し，物資支援の遅延を招いた26)27)．県

内にもグランメッセと熊本に代わる一次集積所が設置

されたものの，合志市の民間倉庫は 20日以降，荒尾市
の民間倉庫は 22日以降と時間を要した7)．新たな集積

所の設置には時間を要したが，被災地外の民間集積所

を利用することにより，二次集積所までの輸送は効率

的に行われた22)29)．

市町村の二次集積所は事前の計画がなかったことも

あり，町役場や区役所といった自治体の施設や競技場等

の床面積の大きい施設が利用された29)．しかし，それ

らの施設は物流に適さない施設であったため，集積所と

しての機能が不足しボトルネックとなった．図–7に示
すのは，熊本地震の際に利用された一次集積所と二次

集積所を比較したものである．図–7-aの日通鳥栖流通
センターでは，フォークリフトを用いて効率よく荷役作

業が行われている29)．一方，図–7-bのうまかな・よか
なスタジアムでは，物資を置くスペースは広いものの，

フォークリフト等の機器はなく手荷役での作業となり

時間を要した29)．図–7-cの熊本市東区役所は，物資を
置くスペースは狭い上に搬入口も小さく，集積所とし

ての機能を十分に果たしているとは言い難い29)．さら

に二次集積所では，物流作業に不慣れな職員やボラン

ティアが作業にあたり，東日本大震災同様，集積所とし

ての機能は十分ではなかった22)26)．義援物資について

も，東日本大震災と同じように，内容が不明瞭かつ規

格が不均一な物資が集積所に流入し，集積所のリソー

スを圧迫させた28)29)．

福岡市は二次集積所の負担を軽減する支援体制を構

築し，一定の成果を上げた30)．具体的には，被災地か

らの要望に応じて品目を限定して市民から義援物資を

集め，避難所に直接輸送する体制を構築した．これに

よりボトルネックを回避しつつ，被災地の需要に応じ

た物資支援を可能とした．

b) 輸送

熊本地震においては，道路インフラの復旧も早く，一

次集積所からの輸送を日通やヤマトの民間企業が担っ

たため，被災地内の二次集積所まではスムーズに物資

輸送が行われた22)．しかし国は二次集積所までの輸送

以降の物資支援体制を十分に計画しておらず23)，25日
に自衛隊が参入するまでは，東日本大震災同様，積載

量の小さい自家用車や貨物用のバンによる輸送が行わ

れていた23)26)．職員の被災によるマンパワー不足も加

わり，二次集積所から避難所までのラストワンマイル

輸送は最大のボトルネックとなった（ラストワンマイ

ル問題28)）．

熊本地震の物資輸送のもう一つの問題として，交通

渋滞による物資輸送の遅延が挙げられる23)31)．前述し

たように，熊本県内の一般道の被害は小さく，南阿蘇

村を除きアクセスは可能な状況であった21)．東日本大

震災のように車両が流失することもなく，被災者が自

ら物資を探しに道路上を交通していた．地震により道

路容量が減少する中，買い物施設や避難所等に避難者

が集中し，甚大な交通渋滞が発生した31)．被災地まで

の輸送は先導パトカーをつけることにより，スムーズ

な物資配送を実施することができた22) が，被災地内の

ラストワンマイル輸送は困難を極めた．さらに個人や

ボランティアによる物資支援車両が渋滞悪化の原因と

なったことが指摘されている23)．

c) 情報管理

熊本地震の通信インフラは，東日本大震災と比較し，

被害は比較的限定的であり，物流が機能するために必

要な情報は確保されていた15)．しかし，東日本大震災

同様，情報管理の不備が原因で物資支援プロセスの停

滞が発生している23)29)．

被災地の要請を待たずして物資支援を行うプッシュ

型は，災害直後における物資の不足を補い被災者に安

心感を与えることを可能とした．しかし前述したよう

に，需要の変化に対応できない故，大量の余剰物資を

生み出すことが指摘されている23)28)．

7
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プル型支援で大きな問題となったのが，情報伝達経

路の多元化による要請漏れや多重要請である29)．図–4-
bや図–5-bが示すように，計画していた民間企業に加え
Amazon等の当初予定していなかった民間企業が物資の
要請先となるなど，要請ルートは複雑化していた29)．一

部の自治体で使い方が分からないとの声はあったもの

の，27日から導入されたタブレットにより情報の一元
化が図られ，物資の要請は効率化した23)．

災害対策基本法に基づけば，物資輸送に関しては国

が指揮することとなっているが，実際には二次集積所

までの輸送以降の情報は災害対策本部では把握できて

いなかった23)．前述したように，国は被災地内の物資

支援体制を十分に計画しておらず，支援物資の到着情

報も把握していないため，県や市町村の問い合わせに

回答できなかった23)．道路インフラに関する情報につ

いても，情報へのアクセス方法が分からないなど情報

共有体制の不備が指摘されている27)．

4. 物資支援の実態比較と PD-HLの在り方

本節では，二章と三章で整理してきた二つの災害の物

資支援の実態を比較し，PD-HLの在り方を考察する．次
に，そのために必要な研究ニーズを議論する．表–1に，
両災害の実態を比較した結果を示す．

(1) 目指すべき PD-HLの在り方の考察

表–1に基づき，目指すべき PD-HLを構築するための
課題を挙げる．括弧内は表–1との対応関係を示す．

a) 大規模災害を想定した災害対応計画

熊本地震で初めて実施されたプッシュ型支援は，災

害直後における被災地の物資不足を補い，一定の成果

を上げた（(p)-(1)）．今後，大規模災害により被災地の
需要が把握できない状況でも，必要最低限の物資を早

期に支援することは可能であろう．東日本大震災を契

機に見直しが行われた災害時相互応援協定も，広域的

な応援協定を締結することにより，被災地の周辺から

の早期の物資支援を可能とした（(p)-(2)）．災害規模が
更に大きくなった場合も，現状の応援協定は十分機能

することが期待できよう．

プッシュ型支援の実施は発災 3日後から 7日後まで
の 4日間の予定であったが，実際には約一週間と計画
よりも長期的に行われた．プッシュ型は需要の変化に

対応できないため，正確な情報が把握でき次第，プル

型支援に切り替えるのが望ましい．プッシュ型支援の

長期化の原因として，被災自治体の備蓄量が少なかっ

たこと（(p)-(3)）とプッシュ型支援体制の構築に時間が
かかったこと（(p)-(1)）が挙げられる．
被災地内の備蓄量の問題は東日本大震災でも指摘さ

れているが，熊本地震においても問題となった．東日本

大震災では，局地的な災害を想定した備蓄量であった

ことも原因であるが，津波被害により多くの流通在庫

備蓄を失ったことが大きな原因であった．しかし熊本

地震では，本震前の時点で水害に備えた備蓄量は底を

つき，本震直後の物資不足をもたらした．従って，物

資が支援されるまで凌ぐことが可能な備蓄量を被災内

で確保するためには，大規模災害を想定した備蓄計画

が必要であると考える．このためには民間企業と協力

し，地方自治体の公的備蓄と民間の流通在庫備蓄を合

わせた備蓄を行うのが良いだろう．東日本大震災のよ

うに被災地内の備蓄が壊滅した場合には，広域的な応

援協定が効果的に機能することが期待される．

プッシュ型支援体制の構築が遅れた原因は，被災し

た一次集積所の代わりの施設を迅速に設置できなかっ

たこと（(a)-(1)）である．大規模災害を想定し，県外を
含め広域的に集積所として活用できる施設を複数リス

トアップする必要があるだろう．また自衛隊や NPO団
体など主体が物資支援に参入するたびに役割が変更し，

支援プロセスに混乱が生じていた．被害が広範囲にな

るほど地方自治体だけでは対応不可能な物資需要が発

生する．責任や役割を明確化し，スケーラビリティの

ある災害対応計画を策定する必要があると考える．

b) 二次集積所の負担軽減策

両震災共に，被災地内の集積所は機能面で問題とな

り，物流ネットワークのボトルネックとなった（(a)-(2)）．
東日本大震災における岩手県の例や熊本地震における

一次集積所のように，適した施設の選択や民間企業へ

の委託により効率的な物流作業が期待できる．しかし

災害規模によっては，絶対的なマンパワー不足や物流

機器の利用不可も十分に発生しうるため，二次集積所

の負担を軽減することが効果的であると考える．福岡

市の取り組みを参考にすれば，一次集積所から避難所

への直接輸送（(a)-(2)）や義援物資の流入制限（(a)-(3)）
が有効であろう．加えて，一次集積所で物資の仕分け

やセット化を行うことで，二次集積所は通過型の集積

所として機能し，二次集積所での作業は少なくなると

期待される．

c) ラストワンマイル輸送の円滑化

物資支援において最も複雑で困難な部分は，二次集

積所から避難所までのラストワンマイル輸送である．物

資を輸送するには，運搬するトラック（(b)-(1)），道路
インフラ（(b)-(2)），燃料（(b)-(3)）が必要であること
は前述のとおりである．大規模災害時には三つ全てが

失われる可能性がある．東日本大震災はその典型的な

例である．熊本地震においては前者の二つが十分に機

能せず，物流ネットワークのボトルネックとなった．

どちらの災害においても災害直後は，積載量の小さ

8
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表–1 東日本大震災と熊本地震における支援物資の実態の比較

項目 東日本大震災における実態
熊本地震における実態

課題 東日本大震災からの改善点

市町村の対応能力を超える場合は，都道府 計画していた一次集積所の被災等により， 国が主導で物資支援を行うプッシュ型支援と

(1)物資支援プロセス 県が支援を実施する計画．被害範囲が広域 度々役割分担が変更．避難所までの物資支 プル型支援が計画．発災 4日後には物資が
に及び，国は対応に混乱． 援計画も不十分で支援プロセスは混乱． 被災地に到着した．

近隣自治体間で締結した自治体間の災害 近隣県は九州・山口 9県災害時相互応援協
(p)災害対応計画 (2)広域応援協定 時相互応援協定は，協定先の自治体も被災 定に基づき，早期にプル型の物資志支援を

したため有効に機能しなかった． 行い被災自治体を支援した．

局地的な災害を想定した備蓄量であった． 水害に備えた備蓄量であったため，被災地

(3)大災害に応じた備蓄 加えて津波により多くの流通在庫備蓄が流 外からの支援を受ける前に物資が不足．本

失し，備蓄量は絶対的に不足していた． 震前には物資が不足する状況に陥った．

想定していた集積所が被災．遺体安置所等 事前に使用を想定していた施設が被災．被

(1)集積所の被災 的でも多数の施設を使用したため，物資集 災地外に新たな一次集積所が設けられた

積所の場所の確保が困難であった． が，施設の確保には時間を要した．

集積所のスペース不足や不慣れな職員によ 被災地内の二次集積所は機能が不足してお 被災地外の物流センターが一次集積所とし

(a)集積所 (2)集積所の物流機能 る作業，マンパワー不足，電力不足による り，物流ネットワークにおけるボトルネッ て機能．一部輸送ルートでは，二次集積を

機器の不使用により集積所の機能は不足． クとなった． 経由せず避難所に物資を直接輸送した．

内容が不明瞭かつ規格が不均一な義援物 東日本大震災と同様，大量の義援物資が 福岡市では受け入れ品目を限定して市民か

(3)義援物資管理 資が膨大なリソースを消費．不必要な物資 流入し，集積所の機能低下をもたらした． ら義援物資を集め，被災地内のニーズに合

も多く滞留物資となり，スペースを圧迫． う義援物資を支援した．

マンパワー不足に加え，車両が流失し輸送 災害直後は東日本大震災と同様，職員の自

(1)輸送車両 車両が不足．被災地輸送では協定がなく， 家用車等の容量の小さい車両でラストワン

十分な容量の車両が使用されなかった． マイル輸送が行われた．

瓦礫の堆積により緊急輸送道路が不通． 被災地内は深刻な交通渋滞により，避難 被災地までは先導パトカーをつけることに

(2)道路インフラ くしの歯作戦により主要道路の啓開が迅速 所までの輸送に長時間を要した． より，スムーズな輸送が行われた．

(b)輸送 に行われた．

(3)燃料供給
製油所が被災し機能停止．電力不足も伴い

燃料供給が激減．燃料油不足に陥った．

放射性物質の飛散による影響を鑑み，立ち

(4)原発事故による影響 入りが制限されていない福島県境で物資が

荷卸しされる事態が発生．

上空から状況把握を行った．津波により機 道路の通行状況に関する情報アクセス方法

器が被災したケースや洪水が発生し上空か が不明瞭で，効率的な輸送ルートが把握で

(1)供給情報
らの状況把握が困難なケースが存在． きなかった．

自治体間の調整を行うものが存在していな 国が輸送した物資の到着状況を把握して

かったことに加え，通信手段の途絶により おらず，県や市町村の問い合わせに回答

(c)情報管理
情報共有に支障が生じた． できない状況にあった．

地方自治体が被災し避難所の状況把握が困 指定外避難所や車内への避難者が多く存在 タブレットの導入により情報の一元化が図

難．特に在宅避難者の人数を把握すること し，それらの状況把握は困難を極めた． られた．使用用途が分からない自治体も一

(2)需要情報
は困難であった． プッシュ型支援が行われたものの，ニーズ 部存在したが，物資の要請は効率化した．

被災地内の情報伝達手段が制限され，物資 に合致しない物資が被災地に届けられた．

の要請は困難であった． 情報伝達経路が多元化しており要請漏れや

重複要請が発生．

※ (p)-(1)は災害対応計画の物資支援プロセスを示す

い車両がラストワンマイル輸送を行った．この原因と

して，ラストワンマイル輸送において，民間企業やト

ラック協会等との協定が締結されておらず，輸送車両

の支援がなかったことが挙げられる．被災したこと状

況でマンパワーが不足する中で，輸送車両も足りない

となれば，ボトルネックとなるのも当然と言えよう．

一方で，道路インフラの機能低下については，その

原因が両災害間で異なる．東日本大震災は，観測史上

最大の津波により幹線道路が浸水若しくは瓦礫が堆積

し，道路が啓開されるまで不通となった．しかし熊本

地震は一般道を含め，概ね代替経路が確保されていた．

道路インフラの機能低下の原因となったのが，一般車

両を含めた交通渋滞である．ここに PD-HLのスケーラ
ビリティの無さが確認できるだろう．道路上に一般車

両が混在する中で円滑にラストワンマイル輸送を行う

ためには，被災地の交通状況をを把握しつつ，輸送車

両を優先的に避難所に誘導するシステムが必要である

と考える．

d) 災害状況の把握及び共有システムの開発

情報管理の不備がどちらの災害でも発生し，物資支

援に影響を及ぼしたが，その原因は大きく異なる．東日

本大震災においては，津波により大規模な通信途絶が

発生し，自治体間で連絡が取れない状況が生じた（(c)-
(1),(2)）．一方，熊本地震の通信被害は，東日本大震災
と比較して限定的であった．しかし，情報伝達ルート

の多元化による多重要請の発生や道路情報へのアクセ

ス不可など，情報共有システムが十分でないことがプ

ル型支援の問題となった（(c)-(1)）．国が支援した物資
の状況を把握していない問題も情報共有システムの不

備であると言えよう．

また大規模災害時には，東日本大震災のように，情

報が完全に途絶する可能性は十分に考えられる．プッ

9
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シュ型支援はその解決策の一つであるが，長期化する

と集積所に大量の余剰物資が滞留し，第二の災害を引

き起こしかねない（(c)-(2)）．通信インフラが被災して
いる中でも，オフラインで簡潔に情報を伝達するシス

テムを構築し，プル型支援に切り替えることも検討す

るべきであろう．

(2) 今後の PD-HLの構築に向けた分析課題

前節の考察に基づき，今後の PD-HLの構築に向けた
研究のニーズを示す．

a) 平時の商業ロジスティクスと組み合わせた分析

大規模災害に備えた備蓄量を確保するためには，民

間企業の流通在庫備蓄を利用することが必要不可欠で

ある．しかしながら，災害時にために備蓄を行うこと

により，民間企業が在庫を管理する費用が多くなるこ

とは明らかである．これは平時の商業ロジスティクス

（BL）における費用最小化/利益最大化の目的と相反す
る公共政策である．そのため最適な備蓄量を策定する

には，BLと PD-HLを組み合わせた分析が必要である
と言える．

施設配置問題も同様の研究ニーズが発生する．物資

支援を効率的に行うには，民間の物流施設の利用が有

効であることは，熊本地震における一次集積所の成功

が明らかにしている．さらに大規模災害に対応するた

めには，複数の集積所のリストアップが必要である．し

かし民間企業は BLの効率化のために施設の規模を縮
小する方向でマネジメントが行われる．

b) プッシュ型とプル型の最適な在庫配送計画の分析

熊本地震では災害対策基本法に基づき，初めてプッ

シュ型とプル型の物資支援が行われた．プッシュ型支

援は災害初期においては役割を果たしたものの，需要

の変化に対応できず，大量の余剰物資を招いた．この

問題を解決するためには，過去の災害における需要の

変化を分析し，需要予測の精度を向上することが考え

られる．

プッシュ型からプル型支援への最適な転換点を分析

することも大きな意味を成す．現行の物資支援体制で

は，需要を把握次第，方策を切り替える時間的な境界

しか存在しない．しかし実際には，国は需要を把握し

ていないが被災市町村は把握しているといった空間的

な境界も存在するはずである．この空間的な境界は通

信インフラの回復，すなわち時間的に遷移する．その

ためプル型支援への転換の境界線が時空上の何処にあ

るのか分析することは重要であると考える．

プッシュ型とプル型の境界線の分析は，一次集積所

から避難所への直接輸送を行うか否かに大きく関係す

る．集積所は国からの供給と避難所の需要のミスマッ

チを緩衝するバッファ的役割を有する．二次集積所を

経由せず避難所に直接輸送することは，このバッファ

機能を破棄することを意味し，需要のミスマッチを引

き起こす可能性が考えられる．しかし福岡市の事例に

もあるように，避難所への直接輸送は二次集積所の負

担を軽減し．迅速な物資支援を可能とする．すなわち

プッシュ型とプル型の境界線の分析は，迅速な物資支

援と需要のマッチングのトレードオフ関係にあり，二

次集積所の機能性が重要な要因になると考えられる．

c) 被災者の行動を考慮した最適運搬経路の分析

東日本大震災と熊本地震の支援物資の実態を比較す

ることにより，道路インフラが利用可能な状況でも，交

通渋滞により機能停止の陥ることが明らかになった．輸

送車両が交通渋滞を回避するには，優先して避難所に

誘導することが一案として考えられるが，それによっ

て交通渋滞が悪化するならば大きな問題である．

ラストワンマイル輸送で如何なる輸送方法を選択す

るかについても被災地内の交通に大きな影響を与える．

例えば，一台の輸送車両が複数の避難所を巡回輸送す

る場合，道路上を走行する輸送車両は少なく交通への

影響は少ないが，巡回するため最短で物資を届けるこ

とはできない．一方，一台の車両が一つの避難所を往

復する Point-to-Pointな輸送は最短で物資を輸送できる
が，道路上を多くの輸送車両が走行する．加えて集積所

と避難所との間の距離が長くなるほど，巡回輸送の効

率性は増加することが知られている32)．すなわち，輸

送経路の選択問題は集積所の配置若しくは集積所の利

用有無と同時に決定する複雑な問題として捉える必要

があることを意味する．しかし災害時においては，輸送

先である避難所の需要が膨大であるため，巡回輸送が

できない可能性も考えられる．また輸送ネットワーク

を木構造に簡略化することで，分析の複雑性が緩和さ

れることが期待できる（東日本大震災で実施された，く

しの歯作戦は木構造を形成するステップと言える33)）．

d) 災害時の多様な情報を踏まえた情報共有システム

の開発

災害時において情報共有システムの開発の有効性は

明らかである．しかし災害時に利用可能な情報源は多

様である．例えば，ソーシャルメディア発信の情報は，

情報量は多いがデマも存在し不確実性が大きい34)．一

方，地方自治体間の公的な情報は，不確実性は小さい

が情報量は限られる．こうした多次元で多様な不確実

性を持つ災害時特有の情報を処理する情報共有システ

ムの開発が必要であると言える．

また通信インフラが被災し，オフラインでしか情報

が伝達できない場合の情報共有システムの在り方につ

いても分析の必要がある．このように情報が分散して

伝達される場合，その情報が上流に伝わるほど不確実

性が増大する鞭効果35) が発生することは理論的にも実
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証的にも確認されている．不確実性の大きい情報を利

用しても，需要のミスマッチが解消しないケースは十

分に考えられる．すなわち前述のプッシュ型とプル型

の境界線の分析は，二次集積所の機能性と共に情報の

不確実性が大きな要素であると言える．

5. おわりに

本研究では，著しく異常かつ激甚な非常災害である東

日本大震災と熊本地震の物資支援計画及び実態の比較

を行った．熊本地震では，東日本大震災を期に PD-HL
体制が大きく変わってから初めて，国による物資支援が

行われた．両者の災害における物資支援活動を比較す

ることにより，体制変更による効果を明らかにした．ま

た，物資支援活動の比較結果に基づき，今後の PD-HL
の方向性を考察した．その結果，以下のことが明らか

になった．

• プッシュ型支援は災害直後の物資不足を最小限に
留めたが，計画よりも長期的に行われた．長期化

を回避するために，大規模な備蓄と集積所候補の

リストアップが必要である．

• ボトルネックとなる可能性の高い二次集積所の負
担軽減策が望まれる．

• 道路上の交通渋滞がラストワンマイル輸送の足枷
となった．

• 通信インフラが機能していても，情報共有システ
ムの不備が物資支援の遅れをもたらす．

特に，プッシュ型支援の特徴や東日本大震災でのイン

フラの破断により隠された潜在的な課題（交通渋滞や

情報共有システムの不備）を明らかにしたことは本研

究の大きな貢献である．さらに考察結果に基づき，今

後の研究ニーズを示した．これは実際の災害対応に基

づき考察したものであるため，実務と研究とのギャップ

を補完することが期待できる．

本研究では，東日本大震災と熊本地震の二つの地震

災害における物資支援の実態を整理したが，現行の PD-
HL体制の問題をより明確化するためには，平成 30年
7月豪雨のような種類の異なる災害と比較する必要があ
る．本災害は，熊本地震と同様に，特定非常災害特別

措置法が適用されており，国のプッシュ型支援が行わ

れた．本研究での分析結果と平成 30年 7月豪雨の物資
支援の実態を比較することで，問題の原因の内訳が明

らかになるだろう．特に，本災害は，水害で初めて特

定非常災害特別措置法が適用されたものであり，水害

における物資支援の特徴を明らかにする上で大きな意

義をなす．

今回の熊本地震では，東日本大震災での経験を踏ま

え，PD-HL体制に幾つか改善点が見られた．しかし，巨

大津波が発生し災害規模がより甚大かつ広範囲となる

ことが予想される南海トラフ巨大地震において，熊本

地震での教訓が活かされるとは限らない．少なくとも

熊本地震においては，道路・通信インフラともに早期

に復旧しており，被災地内に物資を届けることが可能

な状況にあった．南海トラフ巨大地震が発生した際に

は，東日本大震災のように，道路・通信インフラとも

に甚大な被害が起きる可能性は十分に考えられる．こ

の場合，本研究のような実証ベースの知見に加え，モ

デルやシミュレーションをベースに PD-HLの改善点を
把握する必要があるだろう．
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